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１．概  要 

   雇用保険の適用面についてみると、28年度末の適用事業所数は 2,186千所で対

前年増減比 2.2％の増、同被保険者数は 41,949千人で同 2.7％の増となっている。 

   給付面についてみると、28 年度の一般求職者給付は、所定給付日数分の受給資

格決定件数が 1,408千件で対前年増減比 5.6％の減、同初回受給者数が 1,127千人

で同 7.3％の減、同受給者実人員が 401 千人（年度平均）で同 8.0％の減となり、

一般求職者給付全体の給付額が 6,209億円で同 8.3％の減となっている。高年齢求

職者給付（高年齢求職者給付金）は、受給者数が 231 千人で対前年増減比 0.02％

の減、給付額は 510億円で同 0.1％の増となっている。特例求職者給付（特例一時

金）は、受給者数が 97 千人で対前年増減比 11.1％の減、給付額は 186 億円で同

11.4％の減となっている。 

  



２．一般、高年齢及び短期雇用特例被保険者 

 (1)  適用状況 

  〔概  況〕 

   28年度末の適用事業所数は、2,186千所で対前年増減比 2.2％の増、前年より約

47 千所の増となっている。また、被保険者数は、41,949 千人で同 2.7％増、前年

より約 108万 8千人の増となっており、その年齢別構成比をみると、「30～44歳」

が 37.0％で最も多く、次いで「45～59歳」が 33.1％ となっている。男女別でみ

ると、男性が 24,301千人、女性が 17,648千人となっている。（第１表、第２表） 

 

 

 

 

 

（各年度末） （単位：千所、％、千人）

対前年 対前年
増減比 増減比

23 2,047  0.7  38,576  0.9  

24 2,065  0.8  38,913  0.9  

25 2,082  0.9  39,496  1.5  

26 2,108  1.2  40,152  1.7  
27 2,139  1.5  40,861  1.8  
28 2,186  2.2  41,949  2.7  

第１表　適 用 状 況 の 推 移

年　度 事業所数 被保険者数

（平成28年度末） （単位：千人、％）

区　　分 計 構成比 男 構成比 女 構成比

計 41,949 100.0 24,301 100.0 17,648 100.0

30歳未満 7,229 17.2 3,809 15.7 3,420 19.4

30～44歳 15,505 37.0 9,115 37.5 6,390 36.2

45～59歳 13,897 33.1 8,022 33.0 5,874 33.3

60歳以上 5,318 12.7 3,355 13.8 1,963 11.1

第２表　年齢別・男女別被保険者数



適用事業所数及び被保険者数の産業別構成比についてみると、28年度末の適用事業

所数は、卸売業,小売業が 17.5％で最も多く、次いで建設業 16.8％、製造業 12.9％、

医療,福祉 11.4％となっている。また、被保険者数は、製造業が 20.6％で最も多く、次

いで卸売業,小売業 17.4％、医療,福祉 12.8％、サービス業 9.8％となっている。 

（第３表） 

 

（平成28年度末） （単位：所、％、人）

適　　用
事業所数

全 産 業 2,186,167 100.0 41,949,292 100.0 

農 業 ， 林 業 22,708 1.0 145,721 0.3 

漁 業 3,525 0.2 24,551 0.1 

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 2,408 0.1 31,400 0.1 

建 設 業 368,279 16.8 2,524,724 6.0 

製 造 業 281,433 12.9 8,658,854 20.6 

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 2,326 0.1 206,030 0.5 

情 報 通 信 業 59,570 2.7 1,714,275 4.1 

運 輸 業 ， 郵 便 業 77,622 3.6 2,988,721 7.1 

卸 売 業 ， 小 売 業 383,351 17.5 7,284,001 17.4 

金 融 業 ， 保 険 業 25,529 1.2 1,420,471 3.4 

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 57,908 2.6 772,695 1.8 

学術研究， 専門 ・技術サービス業 158,283 7.2 1,827,816 4.4 

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 116,962 5.4 1,345,417 3.2 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 97,572 4.5 1,029,602 2.5 

教 育 ， 学 習 支 援 業 35,922 1.6 1,009,490 2.4 

医 療 ， 福 祉 249,553 11.4 5,382,968 12.8 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 33,993 1.6 614,209 1.5 

サ ー ビ ス 業 190,246 8.7 4,107,274 9.8 

公 務 15,170 0.7 813,560 1.9 

分 類 不 能 の 産 業 3,807 0.2 47,513 0.1 

第３表　産業別適用事業所数及び被保険者数

産　業　分　類 構成比 被保険者数 構成比



〔規模別状況〕 

 適用事業所数及び被保険者数の規模別構成比についてみると、28年度末の適用事業

所数は、４人以下が 60.3％で最も多く、次いで 5～29人が 30.2％となっており、30人

未満の小規模事業所が圧倒的に多く全体の 90.5％を占めている。また、被保険者数は、

500人以上が 32.3％と最も多い。 

次に、適用事業所数及び被保険者数の規模別増減についてみると、28 年度末の適用

事業所数は、４人以下が 2.2％の増、５～29 人が 1.9％の増、30～99 人が 2.9％の増、

100人～499人が 3.2％の増及び 500人以上が 3.2％の増となっている。また、被保険者

数は、４人以下が 2.4％の増、５～29 人が 1.9％の増、30～99 人が 2.9％の増、100 人

～499人が 3.2％の増及び 500人以上が 2.5％の増となっている。（第４表） 

 

 

  

（平成28年度末） （単位：所、％、人）

適　　用 対前年 対前年
事業所数 増減比 増減比

計 2,186,167 100.0 2.2 41,949,292 100.0 2.7 

 ４ 人　以　下 1,318,390 60.3 2.2 2,237,805 5.3 2.4 

 ５ ～   29 人 660,678 30.2 1.9 7,376,772 17.6 1.9 

 30 ～   99 人 140,296 6.4 2.9 7,329,399 17.5 2.9 

100 ～  499 人 56,823 2.6 3.2 11,474,753 27.4 3.2 

500 人  以  上 9,980 0.5 3.2 13,530,563 32.3 2.5 

第４表  　規模別適用事業所数及び被保険者数  

構成比被保険者数構成比規　模　別



 (2) 給付状況 

  イ 一般被保険者に対する求職者給付 

  〔概  要〕 

  28 年度の受給資格決定件数は、1,408 千人で対前年増減比 5.6％の減となってい

る。また、初回受給者数は 1,127千人で同 7.3％の減となっており、受給者実人員

は 401千人（年度平均）で同 8.0％の減となっている。（第５表、第６表） 

 

 



 

  



〔性別状況〕 

      初回受給者数及び受給者実人員の性別構成比についてみると、28 年度の初回受給

者数は男性 38.8％、女性 61.2％で、男性に比べて女性の占める割合が高くなってい

る。また、受給者実人員は男性 40.8％、女性 59.2％で、男性に比べて女性の占める

割合が高くなっている。 (第７表) 

 

 

  

（単位：千人、％）

年    度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

初回受給者数

年   度   計 1,643 1,546 1,388 1,284 1,216 1,127 

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

男 707 663 565 510 481 438 

(43.0) (42.9) (40.7) (39.7) (39.5) (38.8) 

女 937 883 823 775 735 689 

(57.0) (57.1) (59.3) (60.3) (60.5) (61.2) 

受給者実人員

年 度 平 均 625 576 527 467 436 401 

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

男 285 261 230 195 181 163 

(45.6) (45.3) (43.7) (41.8) (41.6) (40.8) 

女 340 315 297 272 254 237 

(54.4) (54.7) (56.3) (58.2) (58.4) (59.2) 

（注１）基本手当所定給付日数分のみ。
（注２）（　）内は構成比である。

第７表　 性別初回受給者数及び受給者実人員の推移



〔年齢別状況〕 

 初回受給者数及び受給者実人員の年齢別構成比についてみると、28年度の初回受給

者数は、「30～44歳」の者が 33.2％で最も多く、次いで「45～59歳」の者が 28.0％と

なっている。また、受給者実人員は、「45～59歳」の者が 30.2％で最も多く、次いで

「30～44歳」の者が 28.9％となっている。（第８表） 

 

 



〔所定給付日数別状況〕 

 初回受給者数及び受給者実人員の所定給付日数別構成比についてみると、28 年度の

初回受給者数は、「90 日」の者が 56.9％と最も多く、次いで「120 日」の者が 12.0％

となっている。また、受給者実人員は、「90日」の者が 41.0％で最も多く、次いで「150

日」の者が 12.3％となっている。（第９表） 

 

 



〔産業別状況〕 

 初回受給者数及び受給者実人員の前職の産業別構成比についてみると、28 年度の初

回受給者数は、卸売業,小売業が 18.8％で最も多く、次いで製造業 16.8％、医療,福祉

14.6％、サービス業 12.0％となっている。また、受給者実人員は、卸売業,小売業が

19.2％で最も多く、製造業 18.5％、医療，福祉 13.7％となっている。(第 10表) 

 

(平成28年度） （単位：人、％）

全産業 1,126,920 100.0 400,746 100.0 

農業，林業 4,097 0.4 1,461 0.4 

漁業 539 0.0 197 0.0 

鉱業，採石業，砂利採取業 742 0.1 289 0.1 

建設業 49,843 4.4 17,507 4.4 

製造業 189,770 16.8 73,979 18.5 

電気・ガス・熱供給・水道業 2,834 0.3 1,121 0.3 

情報通信業 40,667 3.6 14,450 3.6 

運輸業，郵便業 54,876 4.9 19,789 4.9 

卸売業，小売業 211,816 18.8 77,103 19.2 

金融業，保険業 38,955 3.5 14,150 3.5 

不動産業，物品賃貸業 19,725 1.8 6,818 1.7 

学術研究，専門・技術サービス業 53,030 4.7 18,547 4.6 

宿泊業，飲食サービス業 39,816 3.5 13,248 3.3 

生活関連サービス業，娯楽業 35,301 3.1 11,916 3.0 

教育，学習支援業 28,095 2.5 9,547 2.4 

医療，福祉 164,732 14.6 54,771 13.7 

複合サービス事業 15,094 1.3 5,686 1.4 

サービス業 135,522 12.0 46,682 11.6 

公務 40,206 3.6 13,033 3.3 

分類不能の産業 1,260 0.1 454 0.1 

（注）基本手当所定給付日数分のみ。

産  業  分  類

第10表　産業別初回受給者数及び受給者実人員

初 回 受 給 者 数 受 給 者 実 人 員

年度計 構成比 年度平均 構成比



〔個別延長給付〕 

 28年度の初回受給者数は、58千人で対前年増減比 15.1％の減となっており、受給者

実人員は、13千人（年度平均）で同 15.1％の減となっている。（第 11表） 

 

 
  



〔給付額の状況〕 

 給付額についてみると、28年度の一般求職者給付総額は、 6,209億円（前年度 6,772

億円）で対前年増減比 8.3％の減となっている。（第 12表、第 13表） 

 

 

  



（単位：人、千円）

26年度 27年度 28年度 26年度 27年度 28年度 26年度 27年度 28年度

基 本 手 当 715,881,007 668,771,017 612,766,865

   基本分（所定給付日数） 1,284,466 1,215,502 1,126,920 467,052 435,563 400,746 661,598,387 624,543,012 571,101,053

   個 別 延 長 給 付 100,905 67,762 57,529 23,126 15,239 12,935 27,424,656 18,614,111 15,776,833

   訓 練 延 長 給 付 66,584 65,151 69,824 17,496 16,739 17,207 26,811,870 25,563,113 25,800,843

   広 域 延 長 給 付 0 0 278 0 0 55 15 0 52,511

   特 例 訓 練 給 付 74 83 65 30 29 22 46,080 50,780 35,623

技 能 習 得 手 当 6,090,469 5,828,592 5,536,768

   受   講   手   当 96,851 92,342 87,063 21,717 20,502 19,341 1,887,554 1,804,935 1,703,481

   通   所   手   当 99,671 95,843 91,613 33,236 31,702 30,324 4,202,915 4,023,657 3,833,287

寄 宿 手 当 42 26 35 18 11 18 2,518 1,476 2,325

傷 病 手 当 7,876 7,583 7,370 1,444 1,357 1,320 2,776,547 2,594,680 2,562,547

合         計 　  　　－ 　  　　－ 　  　　－ 　  　　－ 　  　　－ 　  　　－ 724,750,541 677,195,765 620,868,505 

初 回 受 給 者 数 受 給 者 実 人 員 支   給   総   額

第13表　  一 般 被 保 険 者 に 対 す る 求 職 者 給 付 の 支 給 状 況 

区　　　分



ロ 高年齢被保険者に対する求職者給付（高年齢求職者給付金） 

  28 年度の受給者数は 231 千人で対前年増減比 0.02％の減、給付額は 510 億円で同 0.1％の増

となっている。また、一人当たりの高年齢求職者給付金の額は、221千円となっている。 

（第 14表） 

 
 

ハ 短期雇用特例被保険者に対する求職者給付（特例一時金） 

 28年度の受給者数は 97千人で対前年増減比 11.1％の減、給付額は 186億円で同 11.4％の減と

なっている。また、一人当たりの特例一時金の額は、190千円となっている。（第 15表） 

 

 

 

（単位：人、％、百万円）

対前年 対前年 対前年 対前年
増減比 増減比 増減比 増減比

受給者数計 198,709 9.6 220,869 11.2 230,802 4.5 230,756 ▲ 0.02 

男 129,309 8.1 147,319 13.9 156,513 6.2 155,892 ▲ 0.4 

女 69,400 12.3 73,550 6.0 74,289 1.0 74,864 0.8 

給 付 額 42,817 9.9 48,194 12.6 50,938 5.7 50,964 0.1 

（注）平成28年12月までは高年齢継続被保険者に対する求職者給付を集計している。

第14表  　高年齢被保険者に対する求職者給付

27年 度

実　績

25 年 度

実　績

28年 度

実　績

26 年 度

実　績



３．日雇労働被保険者 

  〔適用状況〕 

  28年度末の日雇労働被保険者数は 13千人で対前年増減比 17.8％の減となっている。性別構

成比は、男性 94.3％、女性 5.7％となっている。（第 16表） 

 

 

 

〔給付状況〕 

   28 年度の受給者実人員は 9 千人（年度平均）で対前年増減比 16.6％の減、給付額は 61 億円

で同 22.0％の減となっている。（第 17表） 

 

 

  

（各年度末） （単位：人、％）

区  分 27 年 度 28 年 度 対前年増減比 28年度構成比

計 15,818 13,007 ▲ 17.8 100.0 

男 14,918 12,331 ▲ 17.3 94.3 

女 900 676 ▲ 24.9 5.7 

第16表　日雇労働被保険者の状況

（注）各年度末において有効な被保険者手帳を所持している者の数である。



４．就職促進給付 

  28年度の給付総額は、1,530億円（前年度 1,531億円）で対前年増減比 0.01％の減となって

いる。このうち、就業手当の受給者実人員は 1千人（年度平均）、給付額は 7億円となってい

る。また、再就職手当の支給人員は 405千人、給付額は 1,277億円、一人平均支給額は 315千

円となっている。さらに、就業促進定着手当の支給人員は 123千人、給付額は 234億円、常用

就職支度手当の支給人員は 9千人、給付額は 10億円となっている。（第 18表） 

 

 



 

５．教育訓練給付  

  28 年度の給付総額は 92 億円となっている。このうち、一般教育訓練給付の受給者数は 112

千人で対前年増減比 6.9％の減、給付額は 42億円で同 4.7％の減となっている。また、専門実

践教育訓練給付の受給者数は 21千人、給付額は 28億円となっている。また教育訓練支援給付

金の受給者実人員は 1,330人（年度平均）、支給額は 21億円となっている。（第 19表、第 20

表、第 21表） 

 

 

 

 

 

（単位：人、％、百万円）

対前年 対前年
増減比 増減比

受給者数計 6,640 - 20,874 214.4 

男 3,045 - 8,842 190.4 

女 3,595 - 12,032 234.7 

給 付 額 1,155 - 2,843 146.2 

実　績

2７ 年 度 28 年 度

実　績

第20表　 専門実践教育訓練給付金



 

 

 

６．雇用継続給付 

  28年度の給付総額は、6,251億円（前年度 5,869億円）で対前年増減比 6.5％の増となって

いる。このうち、高年齢雇用継続給付の月平均受給者数は 293千人、給付額は 1,719億円とな

っている。また、育児休業給付の初回受給者数は 327千人、給付額は 4,501億円となっている。

また、介護休業給付の受給者数は 12千人、給付額は 30億円となっている。 

（第 22表、第 23表、第 24表） 

 

 

（単位：人、％、百万円）

対前年 対前年
増減比 増減比

受給者実人員計 397 - 1,330 235.0 

男 147 - 473 221.8 

女 250 - 857 242.8 

給 付 額 605 - 2,145 254.6 

2７ 年 度

実　績

28 年 度

実　績

第21表　 教育訓練支援給付金



 

 

 

（単位：人、％、百万円）

対前年 対前年 対前年 対前年
増減比 増減比 増減比 増減比

初回受給者数計 256,752 8.2 274,935 7.1 303,143 10.3 327,007 7.9 

男 4,170 8.6 5,473 31.2 7,731 41.3 10,411 34.7 

女 252,582 8.2 269,462 6.7 295,412 9.6 316,596 7.2 

給 付 額 281,099 9.7 345,299 22.8 412,158 19.4 450,117 9.2 

26 年 度

実　績

28 年 度

実　績

第23表　 育 児 休 業 給 付

2７ 年 度

実　績

25 年 度

実　績


